                                                                                                                                                         　　 別添２
                                 　改　正　案
                                  　現　　　行


(４）　移動業務の局（デジタル変調方式のものを除く。）
(３）　陸上移動業務の局


　　　陸上移動業務及び携帯移動業務の局の審査は、次の基準に並び別紙１第３の１、
　　　陸上移動業務の局の審査は、次の基準に並び別紙１第３の１、２及び３の(1)か


　　２及び３の(1)から(4)までの基準により行う。ただし、特定ラジオマイクの陸上移
　　ら(4)までの基準により行う。ただし、特定ラジオマイクの陸上移動局については、


　　動局については、次のア、イ及び別紙１第３の(7)アからエまでの基準により行う。
　　次のア、イ及び別紙１第３の(7)アからエまでの基準により行う。


　ア　（略）
　ア　（略）


　イ　陸上移動局及び携帯局（以下「陸上移動局等」という。）の空中線は、常置場所
　イ　陸上移動局の空中線は、常置場所その他特定の地点に固定しないものであること。


　　その他特定の地点に固定しないものであること。
　　ただし、放送番組の中継を主として行うものについては、この限りでない。


　ウ　（略）
　ウ　（略）


　エ　基地局及び携帯基地局（以下「基地局等」という。）の無線設備の設置場所及び
　エ　基地局の無線設備の設置場所及び陸上移動局の移動範囲の審査は、次の基準の範


　　陸上移動局等の移動範囲の審査は、次の基準の範囲内であること。
　　囲内であること。


　 (ｱ)　基地局等の無線設備の設置場所は、免許人所属の放送局の放送対象地域内であ
　 (ｱ)　基地局の無線設備の設置場所は、免許人所属の放送局の放送対象地域内である


　　  ること。
　　　こと。


　 (ｲ)　日本放送協会所属の陸上移動局等の移動範囲は、全国とする。
　 (ｲ)　日本放送協会所属の陸上移動局の移動範囲は、全国とする。


　 (ｳ)　県域又は広域を放送対象地域とする放送を行う一般放送事業者所属の陸上移動
　 (ｳ)　県域又は広域を放送対象地域とする放送を行う一般放送事業者所属の陸上移動


　　 局等の移動範囲は全国とする。この場合において、この周波数に、「この周波数の
　　 局の移動範囲は全国とする。この場合において、この周波数に、「この周波数の使


　　 使用は、放送対象地域以外の地域においては、他の無線局の運用に妨害を与えない
     用は、放送対象地域以外の地域においては、他の無線局の運用に妨害を与えない場


     場合に限る。」旨の付款を付す。
     合に限る。」旨の付款を付す。


　 (ｴ)　短波放送を行う放送事業者所属の陸上移動局等の移動範囲は全国とする。この
　 (ｴ)　短波放送を行う放送事業者所属の陸上移動局の移動範囲は全国とする。この場


     場合において、この周波数に、「この周波数の使用は、関東地方以外の地域におい
     合において、この周波数に、「この周波数の使用は、関東地方以外の地域において


     ては、他の無線局の運用に妨害を与えない場合に限る。」旨の付款を付す。
　　 は、他の無線局の運用に妨害を与えない場合に限る。」旨の付款を付す。


　 (ｵ)　(ｲ)から(ｴ)までの規定によるほか、別表１において使用区域が制限されている
　 (ｵ)　(ｲ)から(ｴ)までの規定によるほか、別表１において使用区域が制限されている


     周波数を使用する陸上移動局等の移動範囲は、当該制限区域を除く地域であるこ
     周波数を使用する陸上移動局の移動範囲は、当該制限区域を除く地域であること。


     と。ただし、指定周波数が複数ある場合の陸上移動局等の移動範囲は、次によるこ
     ただし、指定周波数が複数ある場合の陸上移動局の移動範囲は、次によること。


     と。



     Ａ　（略）
     Ａ　（略）


     Ｂ　（略）
     Ｂ　（略）


　 (ｶ)　（略）
　 (ｶ)　（略）


　オ　工事設計書の審査は、次の基準並びに別紙１第１の７の(18)並びに同第３の３の
　オ　工事設計書の審査は、次の基準並びに別紙１第１の７の(18)並びに同第３の５の


     (1)から(6)まで（(6)のウを除く。）、(10)から(13)まで、(16)及び(17)、４の(1)
     (1)から(6)まで（(6)のウを除く。）、(10)から(13)まで、(16)及び(17)、６の(1)


     から(13)まで、５（(16)を除く。）並びに７から１１までの基準によること。
     から(13)まで、７（(16)を除く。）並びに９から１４までの基準によること。


　　ただし、この基準によることが不適当と認められる場合は、この限りでない。
　　ただし、この基準によることが不適当と認められる場合は、この限りでない。


   (ｱ)　（略）
   (ｱ)　（略）


　 (ｲ)　(ｱ)に掲げる周波数以外の電波を使用する無線局（54.27GHzを超え55.27GHz以下
　 (ｲ)　(ｱ)に掲げる周波数以外の電波を使用する無線局については、単向通信方式であ


　　　の周波数帯（以下「60GHz帯」という。）を除く。）については、単向通信方式で
     ること。


　　　あること。ただし、テレビジョン放送番組中継を行う陸上移動局等については、単



      向通信方式又は複信方式であること。



   (ｳ)  60GHz帯の周波数の電波を使用する陸上移動局等の通信方式は、単向通信方式、
   (ｳ)　(ｱ)に掲げる周波数以外の電波を使用する陸上移動局については、単向通信方式


　　　単信方式、複信方式、半複信方式又は同報通信方式であること。
     であること。ただし、テレビジョン放送番組中継を行う陸上移動局については、単



     向通信方式又は複信方式であること。


　 (ｴ)～(ｹ)　（略）
　 (ｴ)～(ｹ)　（略）


  カ　（略）
　カ　（略）


　キ　占有周波数帯幅の許容値の選定は、別紙１第１の２１の(5)の基準によること。た
　キ　占有周波数帯幅の許容値の選定は、別紙１第１の２１の(5)の基準によること。た


    だし、800MHz帯（770MHzを超え806MHz以下）、42GHz帯（41.5GHzを超え42GHz以下）
    だし、800MHz帯（770MHzを超え806MHz以下）の周波数の電波を使用する場合の占有


　　及び60GHz帯の周波数の電波を使用するテレビジョン番組素材中継を行う陸上移動局
    周波数帯幅の許容値の選定は、次の基準により行う。


　　等の占有周波数帯幅の許容値の選定は、次の基準により行う。




　 (ｱ)　占有周波数帯幅の計算は、別紙１第１の２１の(5)のイの(ｴ)により行う。



周波数帯
              占有周波数帯幅の許容値

　 (ｲ)　占有周波数帯幅の許容値は9,000kHzとすること。この場合において、(ｱ)で計






      算した値は、許容値以下であること。



 800MHz帯
 9MHz以内とする。





 42GHz帯
(ｱ)　高精細度テレビジョン画像を伝送する広帯域用のものは






　　80MHz以内とする。






(ｲ)　標準テレビジョン画像を伝送する狭帯域用のものは27MHz






    以内とする。





 60GHz帯
 1,000MHz以内とする。




　ク　（略）
　ク　（略）


　 (ｱ)　（略）
　 (ｱ)　（略）


　 (ｲ)　（略）
　 (ｲ)　（略）


　 (ｳ)　（略）
　 (ｳ)　（略）


　  Ａ　（略）
　  Ａ　（略）


    Ｂ　各放送事業者に対して割り当てる周波数の数は、原則として下表のとおりとす
　  Ｂ　各放送事業者に対して割当てる周波数の数は、原則として下表のとおりとする。


　　　る。ただし、60GHz帯においては、54.27GHzを超え55.27GHz以下の周波数を共用す



　　　るものとする（注１）。






       割当周波数の最大数




       割当周波数の最大数




放送事業者
     使用区域



放送事業者区分
     使用区域





区分
   （放送対象区域）
800MHz帯
Ｂ，Ｃ
Ｅ，Ｆ
42GHz帯



   （放送対象区域）
　　Ｍ
 Ｂ，Ｃ
 Ｅ，Ｆ






（注２）
又はＤ
又はＧ
(注３)




（注２）
　又はＤ
 又はＧ




日本放送
関東広域圏
    ４
  ５
  ３
  ５



関東広域圏
    ４
    ５
    ３




協会
中京及び近畿広域圏
    ４
  ４
  ２
　５


日本放送協会
中京及び近畿広域圏
    ４
    ４
    ２





その他
    ４
  ４
  ２
　５



その他
    ４
    ４
    ２




一般放送
関東、中京及び近畿広域圏
    ４
  ２
  ２
  ５



関東、中京及び近畿広域圏
    ４
    ２
    ２




事業者
県域（注１）
    ４
  ２
  ２
　５


一般放送事業者
県域（注１）
    ４
    ２
    ２





各広域圏の県域
    ４
  １
  ２
　５



各広域圏の県域
    ４
    １
    ２



　（注１）占有周波数帯幅が1000MHz以下の場合には54.27GHzから55.27GHzまでの周波数



　　　　を占有周波数帯幅を基に適切に区分した数を割り当てる。共用は、周波数を切り



　　　　替えて使用する等の運用調整により行うものとする。



　（注２）　（略）
　（注１）　（略）


　（注３）　４波を共用し、運用調整により周波数を切り替えて使用するものとする。
　（注２）　Ｍは４波を共用し、運用調整により周波数を切り替えて使用するもの


　（注４）　５波を共用し、運用調整により周波数を切り替えて使用するものとする。
　　　　　とする。



　　　　Ｍ：770MHzを超え806MHz以下の周波数帯


　　　　Ｂ～Ｇ　（略）
　　　　Ｂ～Ｇ　　（略）


　　Ｃ　（略）
　　Ｃ　（略）


　　Ｄ　変調の方式はＦＭ方式とする。ただし、60GHz帯の周波数の電波を使用する場合
　　Ｄ　変調の方式はＦＭ方式とする。


　　　には、ＦＭ方式、ＰＭ方式、ＡＭ方式又はこれらの複合方式とする。



　　Ｅ　800MHz帯の周波数を使用する移動局の移動範囲は、陸上及び海上に限る。
　　Ｅ　Ｍバンドの周波数を使用する移動局の移動範囲は、陸上及び海上に限る。


　　Ｆ　800MHz帯、42GHz帯及び60GHz帯の割当てに当たっては、周波数を共用する関係
　　Ｆ　Ｍバンドの割当てに当たっては、事前に関係免許人間において運用協定を締結


　　　免許人間での運用調整等により混信等の問題が生じないことの確認がとれている
      させ、できる限り自主的な協議により円滑な運用が図られるよう指導すること。


　　　こと。



　　　また、一部の免許人のみがその運用を予定している場合で、関係免許人全体の合
　　　また、一部の免許人のみがその運用を予定している場合で、関係免許人全体の合


　　　意を得た運用協定の早期策定が困難な場合においては、将来後発の申請があった
      意を得た運用協定の早期策定が困難な場合においては、将来後発の申請があった


　　　ときに関係免許人間において誠意をもって運用協定の策定が行われるものである
      ときに関係免許人間において誠意をもって運用協定の策定が行われるものである


　　　こと。
      こと。


　 (ｴ)　中波放送、超短波放送及びテレビジョン放送を行う放送事業者の開設する無線
　 (ｴ)　中波放送、超短波放送及びテレビジョン放送を行う放送事業者の開設する無線


     局であって放送番組の取材及び無線局の建設、保守、調査等を行うためのもの、
     局であって放送番組の取材及び無線局の建設、保守、調査等を行うためのもの、


     又はこれらを主として行い、併せて放送番組の中継を行うためのものは、別表１
     又はこれらを主として行い、併せて放送番組の中継を行うためのものは、別表１


     に定める範囲内において取材用の周波数を選定し指定するものとする。ただし、
     に定める範囲内において取材用の周波数を選定し指定するものとする。ただし、


     460MHz帯の周波数の電波の使用し、放送番組の取材及び無線局の建設、保守、調
     460MHz帯の周波数の電波の使用し、放送番組の取材及び無線局の建設、保守、調


     査等のみを行うためのものについては、占有周波数帯幅の許容値が8.5kHzのもの
     査等のみを行うためのものについては、占有周波数帯幅の許容値が8.5kHzのもの


     とする。
     とする。


　　 　なお、基地局等の設置場所が大都市の中心部又は大工業地帯周辺等である場合
　　 　なお、基地局の設置場所が大都市の中心部又は大工業地帯周辺等である場合は、


　　 は、できる限り460MHz帯の周波数の電波を使用するものとし、同一免許人が使用
     できる限り460MHz帯の周波数の電波を使用するものとし、同一免許人が使用する


     することとなる電波の数は、構成しようとする通信系統、通信量又は当該無線局
     こととなる電波の数は、構成しようとする通信系統、通信量又は当該無線局の地


     の地理的配置等からみて必要と認められるときは、一般放送事業者については、
     理的配置等からみて必要と認められるときは、一般放送事業者については、原則


     原則として２波までとし、160MHz帯及び460MHz帯の周波数の電波を使用する場合
     として２波までとし、160MHz帯及び460MHz帯の周波数の電波を使用する場合であ


     であって、東京都、横浜市、名古屋市、大阪市、北九州市又は福岡市の全部又は
     って、東京都、横浜市、名古屋市、大阪市、北九州市又は福岡市の全部又は大部


     大部分を放送区域とする放送事業者が当該放送区域内に基地局等を開設する場合
     分を放送区域とする放送事業者が当該放送区域内に基地局を開設する場合には、


     には、460MHz帯の周波数の電波を陸上移動局等に、その電波の周波数より10MHz高
     460MHz帯の周波数の電波を陸上移動局に、その電波の周波数より10MHz高い周波


     い周波数の電波を基地局等に使用するものとする。
     数の電波を基地局に使用するものとする。


　ケ　空中線電力の選定は、エ、オ、コ及びサ並びに別紙１第１の22の(4)及び第３の15
　ケ　空中線電力の選定は、エ、オ、コ及びサ並びに別紙１第１の22の(4)及び第３の15


    の(4)の基準によること。ただし、770MHzを超え1,000MHz以下の電波を使用する無
    の(4)の基準によること。ただし、770MHzを超え1,000MHz以下の電波を使用する無


    線局の空中線電力は5W以下、42GHz帯の周波数の電波を使用する無線局の空中線電
    線局の空中線電力は、5W以下とする。


　　力は1W以下、60GHz帯の周波数の電波を使用する無線局の空中線電力は0.1W以下と



　　する。



　コ　伝送の質の審査は、陸上移動局等の通信地点のうち標準的なものについて、次の
　コ　伝送の質の審査は、陸上移動局の通信地点のうち標準的なものについて、次の基


　　基準によること。
　　準によること。


　 (ｱ)　（略）
　 (ｱ)　（略）


　 (ｲ)　（略）
　 (ｲ)　（略）


　サ　（略）
　サ　（略）


